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登壇 

 

兵庫：皆さん、こんにちは。コーポレートコミュニケーション・財務担当の執行役員の兵庫と申し
ます。本日はご多忙の中、本決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。 

それでは、時間も限られていますので、資料の説明に入りたいと思います。 

 

第 1クォーターの決算のポイントになります。 

前期比で売上高 11.0%の増収、営業利益は 75.4%の増益を達成いたしました。対計画では売上高は

3.7%の増収、営業利益に対してもプラスの 62.4%で、会社計画を上回る良い内容となっておりま

す。 

地域別の売上高です。国内の美容室市場は伸び悩みが継続していますが、当社のヘアケア用剤が底

堅く推移。染毛剤も前期比でほぼ横ばいまで回復しております。対計画で申し上げますと、国内売

上高はほぼ計画線での着地となりました。 

海外は円ベースで 31.1%の増収、現地通貨ベースで 25.1%の増収と、高い伸びを示しております。

総じて好調に推移していると考えております。特に、米国が前期比 72.9%増収と高い伸びを示して

おります。この理由については、後ほどご説明させていただきます。 



 
 

営業利益につきましては、売上高の増加に伴う粗利益の増加、販管費の未消化等もございました

が、営業利益は前期比・計画比ともに上回る計画と結果となりました。 

なお、営業利益率は 10.1%。昨年第 1クォーターの 6.4%から大幅に改善しております。 

通期の見通しにつきましては、中東情勢等不透明な要因は残りますが、足元の業績が好調であるこ

とも踏まえ、現時点では据え置きとさせていただきます。 

 

次に、連結損益計算書の内容となります。先ほど申し上げました通り、売上高は円安効果もござい

ますが、海外が好調に推移したこともございまして、営業利益については増収による粗利益増加に

加え、販管費に期ずれもございまして、会社計画を大幅に達成いたしました。 

右から 2番目の列に、2026年度の第 1クォーターの計画を載せてあります。1点見ていただきた

いところが、経常利益のところです。こちらの伸び率が、前年同期比でプラスの 113.7%と高い伸

びを示しております。この理由といたしましては、営業外収支におきまして、前年の為替差損に対

しまして、今期は為替差益が出ていることが主因でございます。 



 
 

 

５ページでは、連結営業利益の前年同期比の増減要因をウォーターフォールチャートで示しており

ます。お示しの通り、増収による粗利増、価格改定による単価増、こういった要因が利益を押し上

げました。 

一方で、人員増やベースアップなどの減益要因や、人件費の増加による減益要因、またその他の費

用の減益要因等を吸収いたしまして、最終的には前年同期比に対して 5億 3,700万円の増益となっ

ております。 



 
 

 

６ページが、連結営業利益の対計画の増減要因でございます。こちらにつきましては、先ほどから

申し上げている通り、海外を中心に売上高が伸びているということにございまして、増収による粗

利益の増加、販促関連費用の期ずれ、研究開発費の期ずれ等がございます。 

一方で、在庫評価減が増加して、2,400万円出ていますが、これは化粧品関連のものが出ておりま

す。こちらは第 1クォーターに計上を予定しておりませんでしたが、こちらが出てきたところが、

マイナス要因となっているという状況でございます。 

こうした期ずれの要因も含めて、最終的には対計画で 4億 8,000万円のプラスの着地となっており

ます。 



 
 

 

８ページが、地域別業績、国内・海外の売上高・営業利益の水準を表しております。 

この表につきまして、今年度から変更したところが 2点ございますので、ご説明させていただきま

す。 

まず 1点目は、海外のセグメントの中に EUを入れたというところでございます。重点領域であり

ます EUについて、このクォーターからの実際の売上高・営業利益の水準を開示させていただきま

す。 

また 2点目は配賦コスト。その他の一番下のところにございますが、全社の共通配賦費用を外出し

いたしました。今までは、売上高の出荷ベースに応じて各エリアの方に割り振った後の数字で開示

していたのですが、そういたしますと、なかなか営業利益の伸びが分かりづらいと判断いたしまし

た。その結果、配賦コストを外出しすることによって、より皆様に海外での経営状況を把握してい

ただけるのではないかと考えております。 

こちらを見ていただきますと、日本での売上高が 3.6%増収、営業利益が 16.5%の増益。海外全体

でいきますと、売上高が 31.1%の増収に対して、営業利益が 304.2%増益ということで、海外の営

業利益の水準がかなり上がっているということを見てとれるかと思っています。 

去年の第 1クォーターの水準におきましても、新しい基準での開示になっております。この第 1ク

ォーターでの計画については、23ページに詳細を、去年の数字も含めて入れておりますので、も

しお時間があればご覧いただければと思います。 



 
 

 

日本国内です。こちらについては、市場環境については大きく変化しておりません。ヘアケア用剤

については、その中でプラスの 5.5%と堅調に推移。染毛剤につきましても、マイナスではござい

ますが、マイナス幅は 0.5%と小さくなっています。売上高、営業利益ともにほぼ計画通りの推移

となっています。 

ヘアケア用剤につきましては、オージュアが EC（milbon;iD）を含めて堅調に推移いたしました。

また、新製品でありますスワエも好調に推移しております。 



 
 

 

韓国でございます。韓国につきましては、昨年 1月に政情不安などの影響もあり、デモ等でサロン

に出かけられない状況がございました。その反動もございまして、今年度の第 1クォーターの伸び

は高い伸びを示しております。 

対計画につきましては、1月、2月が主力のカラー剤が低調に推移したものの、3月は営業強化に

より、盛り返しているという状況でございます。売上高は若干下振れておりますが、営業利益につ

いてはコストコントロールもございまして、計画を上回る着地となっております。 



 
 

 

中国でございます。中国につきましてはこちらに記載の通り、市場環境というのは非常に厳しい状

況が続いておりますが、この中で、ミルボン中国は着実に成長しております。今年度の第 1クォー

ターの要因としまして、春節の時期のずれの影響もございますが、実態ベースでは売上・利益とも

会社計画を上回るペースで進んでいるとご理解いただければと思います。 

 



 
 

米国です。ヘアケア用剤・染毛剤ともに、数字を見ていただければお分かりの通り、大幅に増収し

ております。この理由といたしまして、もちろんファンダメンタルが良いということがございます

が、加えて、サロン専売領域におけます競合ブランドの代理店変更による市場変化も寄与している

ということで、当社の販売は大きく伸長しています。 

もう少し具体的に申しますと、サロンの製品専売領域の競合ブランドが、特定の卸売会社と提携。

その結果、独立系代理店との取引を停止するということがございました。そのため、独立系代理店

の帳合に変更が起こり、独立系代理店でミルボンのシェアが上がったということが大幅増収の一因

となっています。 

ですので、第 2クォーターもこの高い伸びを持続するというのは困難かと思いますが、引き続き、

売上のベースが上がったとご理解いただければと思っております。営業利益についても、しっかり

会社計画を上回った水準で推移しております。 

 

EUです。新製品投入と新規サロン獲得、ドイツ直販の伸長により、売上高は非常に高い伸びを示

しております。ただ、利益につきましては、先行投資により営業赤字が継続しているという段階で

ございます。 

EUにおきましては、現時点ではドイツ、ノルウェー、ギリシャなどで事業展開をしております。

ただ、まだ初期の段階でございまして、まずはヘアケアで市場参入を図り、その後、染毛剤への展

開を考えております。新製品など市場拡大、展示会出展などによる新規サロン獲得で、好調に推移

していると考えております。 



 
 

 

ここから、今期のこのクォーターでのトピックスをご説明させていただきたいと思います。皆さん

も非常にご関心がある中東情勢の緊迫化による当社業績の影響についてになります。 

中東情勢の影響により、資材・原材料調達やコスト上昇の不確実性が継続しております。一部商品

におきまして、一時的な供給不足の可能性、販売開始の時期の見直しが生じているというのが現状

でございます。 

当社のグローバル生産体制は、三重県にあります「ゆめが丘工場」と、タイおよび中国に展開して

おります。製造にあたっては、石油由来の原材料や資材を使用しているため、中東情勢の影響を受

ける可能性がございます。特に、調達および物流の面で影響が生じる可能性がございます。 

こうした状況に対しまして、当社ではグローバルサプライチェーンマネジメントを活用し、日本に

加えて、中国、タイの取引先からの調達を行うなど、ソースの複数化を進めており、安定供給体制

の確保に努めております。 

製品供給につきましては、現時点では大きな影響は顕在化しておりません。一部のエアゾール製品

においては代替困難な部材も存在いたしますが、代替調達や代替原料の活用により、供給体制は概

ね維持されております。そのため、長期的な供給停止リスクは現時点では小さいと考えておりま

す。 

通期業績への影響は引き続き精査いたしますが、現時点では下期に資材・原材料上昇によりコスト

アップの影響が見込まれます。また、年央に発売を予定しておりました新カラー剤でありますプレ

トワについては、販売時期を延期することを決定いたしました。主要原材料の安定供給体制を確認



 
 

した上で、販売時期を慎重に判断する方針です。本製品は市場からの期待も高く、安定的にリピー

トオーダーに対応できない状況での投入は、ブランド価値の毀損に繋がる可能性があると判断いた

しました。 

本件につきましては、経営会議においても検討を重ね、既存製品の原材料を優先配分する案も含

め、議論を重ねてまいりました。その結果、当社としては、すでに顧客基盤を有する業務用製品の

安定供給を最優先することが、美容室および代理店の皆様の期待に繋がるものと判断し、このよう

な結果といたしました。こうした判断は、美容室を重視する当社の基本姿勢に則ったものでござい

まして、これまで美容室および代理店からの高い支持を得てきた要因の一つだと認識しておりま

す。 

プレトワにつきましては、2月の決算説明会の段階より、社内でも非常に期待値が高まっている状

況でございます。テスト販売を経て、当社としてはプレトワの大型化に対する自信を深めている状

況でございます。そうしたこともあり、実際にサロンメニューに乗ってから欠品するようなことが

あっては、かえって美容室の皆様にご迷惑をおかけするという判断で、販売を一旦延期することに

いたしました。販売のタイミングにつきましては、決定次第、皆様に開示を通じてお知らせさせて

いただきたいと思っております。 

 

次はガバナンス体制の変更です。長期契約等を踏まえまして会計監査人の変更、および経営と執行

の分離強化を目的に、委任型執行役員体制への移行をしております。二つとも、ガバナンスの強化

に繋がる項目と、われわれは考えております。 



 
 

まず、会計監査人の変更でございます。これは、先日行われました、2026年 3月の定時株主総会

で決議されております。会計監査人を仰星監査法人から EY 新日本有限責任監査法人へ変更してお

ります。 

仰星監査法人様におかれましては、34年に渡り、当社の監査を支えていただいたということでは

ございますが、やや長期化してきたこと、およびグローバル展開の拡大に伴いまして、グローバル

監査体制の強化のため、今回変更いたしました。この場を借りまして、仰星監査法人の皆様へのこ

れまでのご支援に対して、大変感謝しております。ありがとうございました。 

もうひとつは、委任型の執行役員制度への移行ということでございます。目的は、経営の監督強化

と業務執行の機能の分離を図るということになります。併せて、意思決定の迅速化および業務執行

の効率化を図ることを目的としております。 

これにあわせまして、取締役の任期につきましても、2026年 3月開催の定時株主総会の決議によ

り、2年から 1年に変更しております。この項目につきましては、機関投資家の皆様から、任期の

短縮化という要請をかなり受けておりました。それも踏まえて、このような決議をしたところで

す。なお、執行役員制度につきましては、2026年 1月より変更を実施しております。 

 

第 2クォーター以降の見通しです。第 2クォーター以降の見通しとしては、国内ではヘアケア用剤

は 4月にオージュアの新製品ミラジェリィを発売しております。染毛剤については、引き続き好調

なヴィラロドラカラーなどのグレイカラーの拡販を進めつつ、プレトワの投入に向けて準備を進め

てまいります。 



 
 

海外については、米国において好調な事業環境が継続すると見ております。EUは引き続き営業赤

字ではあるものの、さらなる売上拡大を図ってまいります。韓国は安定成長フェーズにある中、営

業活動を強化し、高い収益性を維持しながら利益成長を図ってまいります。中国については、市場

環境の大きな改善は見込みにくいものの、ヘアケア用剤および染毛剤の伸長を図ってまいります。 

営業利益につきましては、増収に伴う粗利益の増加が期待できますが、プレトワの発売延期、およ

び下期に資材・原材料価格の上昇に伴うコスト増が見込まれます。中東情勢の業績への影響を引き

続き見極めつつ、原価・販管費両面で適切にコストコントロール等に取り組んでまいりたいと考え

ております。 

不透明な要因は残りますが、足元の業績が好調であることも踏まえ、現時点では通期計画を据え置

きとさせていただきます。 

 

最後のページをご覧ください。2026年業績目標は変えておりません。なお、国内・海外等の内訳

等につきましては、もう少し中東の情勢の影響が見えてきた第 2クォーターの段階で、見直しの必

要があれば見直しをさせていただきたいと考えています。 

以上になります。ご清聴ありがとうございました。 
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